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コンピューティング革命としての 
「クラウドロニクス」 

第2回：「トリプル・ベロシティ」が引き起こす産業構造の変化とは？ 

 

 

「未来」のビジネスは、今ある業界の延長線上では見えないものが多い。視野
を広げて様々な業界やビジネスを俯瞰することが大切になる。社会構造が変化
すればビジネス環境も変わり、ビジネスが変われば、求められる人材や能力も
また変わる。さらには、人々の価値観やライフスタイルまでもが大きく変わっ
ていくことになる。 

コンピューターやテクノロジーは姿、形を変えて我々個人の生活に溶け込み、
企業においても経営の効率化やイノベーティブな取組みには欠かせない存在
となっている。コンピューティングの進化を読み解くことで、「未来」に起こ
り得る変化の本質を理解することに繋がっていくのではないだろうか。 

2015年5月よりあずさ監査法人 総合研究所 未来研究室の顧問を務めていた
だいている株式会社アクアビット代表取締役チーフ・ビジネスプランナー 

田中栄氏に「コンピューティングの進化」が引き起こす社会構造の変化とビジ
ネスへの影響について伺った内容を、2回にわたりお届けする。
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1990年、早稲田大学政治経済学部卒業。同年株式会社CSK入社、社長室所属。CSK
グループ会長・故・大川功氏の下で事業計画の策定、業績評価など、実践的な経営
管理を学ぶ。1993年、マイクロソフト株式会社入社。WordおよびOfficeのマーケ
ティング戦略を担当。1998年、ビジネスプランナーとして日本法人の事業計画立案
を統括。さらにXboxの創業メンバーとして、ビジネスの全体設計を担う。2002年
12月に同社を退社後、2003年2月株式会社アクアビットを設立し、代表取締役に就
任。2015年5月、あずさ監査法人 総合研究所 未来研究室の顧問に就任（現職）。ROA
／ROEを高めることをテーマに、中長期的なニーズの変化に応える新規事業の
創出を推進。北海道札幌市出身、1966年生まれ。 
2006年より「未来予測レポート」シリーズを刊行。2017年3月に「未来予測2018-
2030」として最新レポートの提供を開始予定。エレクトロニクス、自動車、エネル
ギー、医療、農業など幅広い産業分野を横串にする形で予測しているのが特徴。同
レポートは大手企業を中心にシリーズ累計で1,300社を超える法人へ導入。幅広い
分野の企業の現場に入り、中長期戦略の立案支援を行っている。 
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ビジネスの前提を変える「トリプル・ベロシティ」 

クラウド・コンピューティングの進化によるビジネス環境の変
化「トリプル・ベロシティ」とは何か？ 

トリプル・ベロシティというのは私の造語である。ベロシティ
というのは直接的にはスピードを意味するが、単にスピードが
速くなるというだけではなく、トーンやバリエーションが変わ
るというニュアンスも含めて「ベロシティ」という言葉を使っ
ている。「トリプル・ベロシティ」とは、商流（コト）、物流（モ
ノ）、金流（カネ）という3つのビジネスの基本的な流れが、い
わば3倍のスピード、3倍のバリエーションで増えて一気に変
わっていくということだ。 

＜商流の変化＞ 

ここでいう商流（コト）とは、情報の流れである。お客様や 
パートナーとの「コミュニケーション」の部分、つまりマーケ
ティングだ。これまで、企業が多数の人々に情報を流す際には、
テレビや新聞、雑誌などのマスメディアを利用して広告宣伝を
行うのが一般的であった。しかし、これには高額な費用がかか
るため、広告を打つのは主に大企業であった。 

だが、ネット広告やSNSが一般化したことで以前よりはるかに
低いコストになり、中小企業や個人でも情報発信ができるよう
になった。単に発信するだけではなく、特定の商品への関心が
深い人や、SNS広告を使ってたとえば「大阪に住む、40代女性、
猫が好きな人」に対してだけなど、ピンポイントで広告を出す
ことも可能になった。しかも従来の一方向のプロモーションか
ら、双方向のコミュニケーションもできるようになった。ブ
ロードバンドが前提となるため、ウェブコンテンツに映像や音
声を使うことも可能である。 

先進国では消費の成熟化も進んでおり、大企業中心のマスマー
ケティングの時代は終わりを告げる。マーケティングの主役は、

これから個人や中小企業へと移り変わっていく。 

＜物流の変化＞ 

物流（モノ）での特に大きな変化は、「即日配送」が当たり前に
なることだ。2014年9月に発刊した『未来予測2015-2030』で、
私は「3年以内に大都市圏では2時間未満でモノが届くようにな
る」と予測した。だが現実には、未来はもっと前倒しで始まっ
ている。国内ではAmazonが2015年11月から「Prime Now」と
いう1時間でモノを届けるサービスを開始している。2016 年
11月 現在、東京23区だけでなく神奈川県、大阪府などにも対
象エリアを広げている。アメリカでは、Amazonは既に21都市
で「Prime Now」を提供しており、即日配送は常識になりつつ
ある。さらに一部の都市では「AmazonFresh」という名称で生
鮮食料品の即日配送のほか、ファストフードのデリバリーまで
行っている。 

ネット通販は生活の中に浸透しつつある。この影響を受けて、
多くの書店やCDショップが閉店に追い込まれている。さらに
「即日配送」が定着すれば、スーパーマーケットを直撃するこ
とになるだろう。生鮮食品など消費期限の短いものも取り扱い
できるようになるからだ。日用品などの“ついで買い”も増える。
さらに今後、ピザや弁当類なども取り扱うようになれば、その
影響はファストフード店や宅配ピザ、出前など飲食業にも拡大
するのは必至だ。 

「翌日配送」と「即日配送」とは別モノである。「即日配送」を
実現するためには、流通システム全般を見直すことはもちろん、
ハイテク化が不可欠になる。特に倉庫をスーパーハイテク化す
ることが重要な鍵となる。POS端末を片手に作業員が商品を探
すという従来の倉庫スタイルでは、時間的にもコスト的にも限
界がある。AmazonはKiva Systemsというロボット倉庫の企業
を買収し、荷物は機械に運んで来させて作業員はピックアップ
するだけ、というスタイルに変えつつある。アメリカではKiva 

Systemsのロボットが既に3万台以上稼働していると言われる。
現在、ドローンを屋外配送で利用することが検討されているが、
近い将来、倉庫内でも使われる可能性が高い。ロボット倉庫が
本格的に導入されると、その圧倒的なスピードと低コスト化に、
旧来型の倉庫は全く太刀打ちができなくなるだろう。 

出所：株式会社アクアビット提供資料をもとにKPMGコンサルティング
にて作成 

「トリプル・ベロシティ」～3 つの潮流の変化 

≪コト≫ マーケティング

≪カネ≫ 投資・決済

クラウドでビジネスの
「大前提」が変わる

• 3つのビジネスストリーム
• 3倍のスピード
• 3倍の種類

「商流」

「物流」 「金流」

• 即日配送
• ショールーミング

• パーソナル中心へ
• 双方向の繋がり

• 決済手数料ゼロ
• 世界中どこでも

瞬時に

BIG
SALE

≪モノ≫ 配送・小売
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＜金流の変化＞ 

金流（カネ）では、投資、融資、決済など様々な分野で変化が
起こるが、特に象徴的なのは「決済手数料ゼロ」が当たり前に
なることだ。これも2014年9月時点で「今後3年以内に決済手数
料は無料が基本になる」と予測していた。だが早くも2014年
12月 にはLINEが「LINE PAY」サービスを開始、月額100万円
未 満 の 送金 手 数料 は ゼロ とな っ た 。さ ら に2015年 春 には
Facebookがメッセンジャーでの送金サービスを開始。北米限
定ではあるが月額1万ドルまで送金手数料をゼロとしている。
北米におけるFacebookの月間アクティブユーザーは約2.3億
人で、世界全体では約18億人いる。このサービスの対象が全世
界に広がった瞬間、グローバル決済プラットフォームが誕生す
ることになる。将来的には、主要なクラウドロニクス・プラッ
トフォーム上の「ポイント」が仮想通貨のような役割で決済に
使われるようになり、やがて事実上の「国際通貨」になってい
くだろう。 

なぜ、「手数料ゼロ」が可能となるのか。それは、わずかな手数
料よりも「情報」が欲しいからだ。サービスを提供する側の企
業にとって、最も価値のある情報は「閲覧・購買履歴」である。
購買履歴は、その人が今何に対して興味を持っているのか、そ
してどの位ならお金を払うのかを端的に表す。たとえば私は猫
が好きであるが、魅力的な宣伝が表示されれば、きっと高い確
率で買ってしまうだろう。このような閲覧や購買履歴があれば、
わずかな仲介手数料を貰うより、顧客に直接販売した方がマー
ジンを丸ごと得ることができるのではるかに儲かる。 

クラウドによって、広告は個人でも払えるような安い価格で出
せるようになり、即日配送が当たり前になる。そして世界中ど
こでもリアルタイムで決済ができ、しかもその手数料はゼロに
なる。こういう環境がビジネスの新しい前提となっていく。 

「コンピューターは苦手だ」などと言っている経営者は依然と
して多い。今まではそれでも何とかなっていたかもしれない。

だがこのようなビジネス環境の変化と向き合わず、どうやって
将来の戦略を立てるのだろうか？ 商流、物流、金流と関係の
ないビジネスなど存在しない。ビジネスの大前提が変わるので
あり、あらゆる産業に直接的な影響を与える。エンジニアのよ
うに技術に詳しくなる必要はない。新しいコンピューティング
がどういうものかを理解し、それをどのように使いこなすかを
考える必要があるということだ。テレビは、その構造を知らな
くても使い方さえ知っていれば問題ない。それと同じである。 

「トリプル・ベロシティ」はどのような産業に影響を与えるのか？ 

Airbnb（エアビーアンドビー）などを使って、一般住宅を宿泊
サービスとして利用する人が増え、ホテル業界が揺らいでいる。
利用料金の支払いはスマートフォンで行うため、レジは不要で
ある。どこが空いているかすぐ把握でき、案内もしてくれる。
ここで非常に重要なのは、「空き状況を把握し、それをリアルタ
イムで通知できる」ということだ。刻一刻と変化する状況を把
握できるからこそ、取引の成約率が高まったのである。 

タクシー配車システムのUberも同様に、自分の車が空いてい
ることをネット上で伝え、利用者はその時点で料金が確認でき、
頼んだらすぐに配車される。Amazonをはじめとするネット通
販では、ウェブサイトにアクセスすれば購入できる商品の詳細
な情報が伝えられて、その場で決済ができ、即日に近い形で届
けられる。従来型のホテル業界やタクシー、百貨店がなくなる
ことはないだろうが、商流・物流・金流の変化により業界全体
が一気に揺らぐ、ということが実際に起こり始めている。 

ゲームは最も大きな影響を受けている業界の1つである。従来
はテレビCMなど大量の広告を打ち、専用のハードウェアを普
及させ、ゲームのCDやDVDを制作、在庫を持ち、小売店舗で販
売するというのが主流であった。だが、mixiなど最近のネット
ワークゲームでは状況が一変した。流通はインターネットなの
で欲しい時にすぐ手に入る。在庫は不要、品切れもない。決済
もその場でできてしまう。さらには顧客とネットワークで繋
がっているので、月額利用料や追加アイテムなどで継続的な収
益を得ることも可能だ。インターネット上で様々な情報が発信
できるので、必ずしも広告を出す必要はない。クラウドによっ
て、ゲームは業界全体が一変してしまった。このような業界構
造の変化は、まだほんの入口に過ぎない。 

 

クラウドロニクスによる産業構造の変化 

クラウドロニクスが生み出す新しい産業とはどのようなものか？ 

エレクトロニクスとネットワーク、ネットサービスが有機的に
連携することで一体化した産業を、私は「クラウドロニクス産
業」と呼んでいる。クラウドロニクスは、プラットフォームで
あり、様々なデバイスやセンサー、ブロードバンド、データセ 

ンターまでが一体となったプラットフォームである。エレクト

ビジネスの前提が変わる ～既存の様々な産業を覆す 

出所：株式会社アクアビット提供資料をもとにKPMGコンサルティング
にて作成 

マーケティングの変化

「商流」

「物流」 「金流」

人工知能 センサーネット

デバイス／ロボット

「クラウドロニクス」

タクシー業界

小売流通業界ゲーム業界

ホテル業界

話す／考える 状態が分かる

物理的に動ける

「トリプル・ベロシティ」

システム／一体化

airbnb

mixi amazon
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投融資・決済の変化配送・小売の変化
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ロニクス業界ならスマートディスプレイ、自動車業界で言えば
コネクテッドカーなど、コンピューティングが様々な分野に浸
透していく。クラウドロニクス化によって、あらゆる産業のビ
ジネスモデルが根本的に変わっていくのである。 

現在はデータセンター事業者、通信会社、エレクトロニクスや
半導体メーカー、SIerなど、各社ばらばらの意識でモノやサー
ビスを提供している。だが顧客が求めるのは「より良いコン
ピューティング」である。一体となって使いやすいもの、性能
が良いものを安く使えるなら、それを誰が提供し、技術的にど
のように実現されているかは顧客の関心事ではない。 

どれだけ巨大企業であっても、クラウドロニクス・プラット
フォームを単独で全てを提供することは不可能に近い。現実に
はアライアンスを組んで、他社と一緒に実現することになる。
クラウドロニクス産業が目指すのは、「マーケットプレイス」を
形成することである。狙いは「顧客」であり、商流・物流・金
流を占有したい、ということである。 

クラウド・マーケットプレイスで把握できる顧客の情報は、中
身もボリュームもこれまでとは桁違いである。名前とメールア
ドレス、住所、年齢といった基本プロファイルはもちろん、普
段どこにいて、何に興味があって、何であればお金を出すのか
まで把握できる。これらは広告を出す側としては最も価値のあ
る情報である。別の言い方をすれば、顧客はいてくれるだけで
お金になる。先ほど例に出したFacebookでは18億人のユー
ザーがいる。たとえば1人あたり1,000円分の広告出稿がとれた
ら、それだけで1兆8千億円のキャッシュを生むことになる。 
インフラコストを除けば直接原価はゼロであり、収益性はとて
つもなく高い。 

マーケットプレイスで様々な売買が行われる中で、モノが売れ
れば仲介手数料を得ることができ、デリバリーの間に入ること
で手数料を請求することもできる。商流・金流・物流それぞれ
のプロセスで自動的にお金が流れ込むようになる。そのため、
1人でも顧客を増やしたいのである。 

では、具体的にどのように顧客を確実に増やしていくのか。た
とえば、Googleが開発中の自動運転車を考えればわかりやす
い。彼らは別に自動車を作りたいわけではない。ハードウェア
としての自動車を押さえることで、ドライバーをGoogleの
マーケットプレイスへ確実に誘導したいのである。欲しいのは

「顧客」であり、情報端末やセンサーから流れる様々な「情報」
である。MicrosoftがNokiaを買収したり、AmazonがKindle 

Fireシリーズを出したりするのも同じ理由である。クラウドロ
ニクス・プラットフォームの保有企業は、ハードウェアに対し
ても積極的に投資しているが、どの企業も真の狙いは「顧客」
である。 

顧客を増やすことのもう1つのメリットは、顧客が増えれば、
それを求めてより多くのサードパーティーが集まってくるこ
とだ。その結果、より良いサービスが増え、さらに顧客が入っ
てくるという善の循環が生まれる。一方、クラウドロニクス・
プラットフォームの保有企業は、自分たちにしかない独自の
サービスを持つことで差異化を図ろうとする。そのため、デジ
タルサービスへの投資も積極的だ。今までのIT系企業と違うの
は、自らが億単位の顧客を抱えているため、出資される側の企
業もグループになることで企業価値が跳ね上がるケースが多
い。まさに「現代の錬金術」である。 

出所：株式会社アクアビット提供資料をもとにKPMGコンサルティングにて作成 
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「顧客との繋がり」が生み出す事業価値とは？ 

顧客が企業価値としていかに重要かを示す象徴的な例として
「WhatsApp」が挙げられる。WhatsAppはナローバンド環境で

もFacebookのようなコミュニケーションができるSNSサービ
スである。日本での知名度は低いが、3G回線がメインであるア
ジア圏で多くの人々が利用している。2014年にこのベンチャー
企業をFacebookが買収している。 

設立5年、社員数50名ほどの会社をFacebookが買収した金額は、
約190億ドルであった。当時のレートで約2兆円である。その会
社は何か特別な技術や資産などを持ち合わせているわけでは
ない。それほどの高額な値がついた理由は、2億5千万人ものア
クティブユーザーを抱えていたからである。ユーザーの数は増
え続けており、2年後の2016年2月には10億人を超えた。 

SNSは、その人は普段何をしていて、何を考え、何が好きなの
かが手に取るようにわかる。豊富なプロファイル情報を持って
いるのが特徴だ。そこに広告を出したい企業は沢山ある。会員
1人に対して年間1,000円分の広告出稿がとれたら、10億人分で
1兆円のキャッシュが生まれる。2兆円で買収してもたった2年
で元が取れる計算になる。2兆円でもまだ安い位かもしれない。 

「顧客数」は財務諸表に載っていない。WhatsAppの例は、企業
価値の評価軸が従来とは大きく変わったこと、価値の中心が

「顧客」にあることを端的に示している。だが「顧客」といって
も、単に住所や名前を知っているだけではあまり意味がない。
重要なのは「繋がっている」こと。自社のサービスに繋がるア
クティブユーザーこそが価値なのである。 

もう少し身近な例はmixiである。2014年3月に発表された決算
では売上122億円で当期利益は赤字に転落、存続を危ぶむ声さ
えあった。だが、2016年3月期の決算では、売上2,088億円、利
益900億円、時価総額3,500億円と驚異的な成長を遂げた。原動
力となったのは「モンスターストライク」というたった1つの
モバイルゲームであり、売上高の実に9割以上を占める。 

PlayStationなどゲーム専用機が全盛の頃、ゲームがヒットす
れば1タイトルで数百億円の売上が見込めた。経営者からすれ
ば、そんな売上を生むプロデューサーに辞められてしまっては
困る。そのような社員に対して給料を1億～2億円支払う例は珍
しくはなかった。だがゲーム専用機のビジネスでは、まず高価
なハードを普及させなければいけない。さらに市場は日本に限
定、CDやパッケージを作って物流をさせるので在庫を持たな
ければならない。 

クラウドを基盤とするコングロマリットの形成 

「顧客との繋がり」が生み出す事業価値 

出所：株式会社アクアビット提供資料をもとにKPMGコンサルティング
にて作成 

出所：株式会社アクアビット提供資料をもとにKPMGコンサルティングにて作成 

クラウドを基盤とするコングロマリットの形成 
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設立5年／社員数50名
メッセージングアプリ

190億ドル
※うち30億ドルは社員に分配
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だが今のモバイルゲームでは状況が大きく変わった。まず在庫
が要らない。調達・生産・流通・販売など、何のボトルネック
もない。だからモンスターストライクのユーザー数は、わずか
2年間で3,500万人まで増やすことができた。今までとは桁違い
のスピードである。3,500万人はすごい数ではあるが、現在サー
ビスを提供しているのは、台湾・北米・韓国・中国・香港・マ
カオなどに過ぎない。ネットワークゲームのポテンシャルとし
てはまだほんの序の口である。そして、mixiがこれほど高い評
価を得るようになった源泉も、やはり「顧客」なのである。 

モンスターストライク開発のコアメンバーは10～20人程度だ
ろう。トップであるプロデューサーには数十億円どころか、100

億円の給料を支払っても元は取れる。今の時代、優秀なクリ
エーターやプロデューサーは、わずか2～3年で1,000億円単位
の売上と、数千億円単位の時価総額を生み出すことが可能に
なった。 

企業価値や企業規模の概念はどのように変化していくのか？ 

「大企業」の概念が変わりつつある。これまでの大企業とは、売
上が何千億～何兆円もあり、何万人の従業員がいる企業を指し
た。だが先ほど例に挙げたWhatsAppは、設立から5年、従業員
数50名程度の若くて小さな企業である。だがその企業が億の単
位で顧客を持ち、兆円の単位で資金調達している。これを中小
企業と呼ぶべきだろうか？ 

これまで大企業とは豊富な資金を持つ企業だった。多くの資金
があれば設備投資を行い、労働力として数多くの社員を抱える
ことができる。生産規模が拡大するほど、スケールメリットを
発揮できる。だがこれは20世紀、工業化社会の発想である。 

WhatsAppやモンスターストライクは極端な例だが、いま
キャッシュを生み出しているのは、ごく少数の人たちのクリエ
イティブな能力である。クリエイティブな価値を生み出すため
に必要なことは、数多くの労働者を集めることではない。優秀
なMBA取得者を集めて検討を重ねても意味がない。それは全く
違う性質の才能だからである。経済価値を生み出す源泉は、設備
や労働力から、クリエイティブな能力へと変わったのである。 

クリエイティブな能力とは、具体的にはコンテンツ、デザイン、
ブランド、アイデアなどである。新しいテクノロジーを生み出
すこともまたクリエイティブである。だが、クリエイティブは、
存在するだけでは価値はゼロ。それをお金を出して「欲しい」
と言ってくれる顧客がいて、初めて「ビジネス」となる。コン
ピューターは所詮、道具である。自ら顧客に売り込んだりしな
いし、どんなに頑張っても顧客との信頼関係は作れない。法人
であれ個人であれ、顧客との信頼関係を作るのは人間にしかで
きない仕事である。 

出所：株式会社アクアビット提供資料をもとにKPMGコンサルティングにて作成 

「大企業」の概念が変わる 

出所：株式会社アクアビット提供資料をもとにKPMGコンサルティング
にて作成 

常識を覆す、クラウド系企業の成長カーブ 
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加えて、新しい価値を継続的に生み出すためには、他のDNAを
持っている人たちと密に組むことが重要となる。同じ会社の中
には似たようなタイプの人しかいない。同じ考え方の人間ばか
りいくら集めても、新しいものは生まれない。違うDNAを持つ
人たちと積極的に組む必要がある。考え方や専門が違う人間が
集まるからこそ、思考の幅が広がり、それぞれの得意・不得意
を補い合って「進化」が生まれるのである。緊密なパートナー
シップがあるということは、価値創出力が高いということであ
り、高い収益性が期待できるということでもある。 

テクノロジーやモノは時代と共に変わっても、一度築いた顧客
との信頼関係はそうそうには揺らがない。特に「ファン」を多
く持つ企業は強い。まだ実物さえ見ていないのに、新商品を買
い求めるために早朝から行列を作るようなファンが数多くい
ることは、Appleの強さの象徴だろう。「顧客との繋がりの深さ」
は、企業にとって今や最も重要な指標である。 

これからの大企業は、多くの生産設備や社員を持っていること
ではない。顧客やパートナーとの「エンゲージメント」が、企
業の強さを測る基準になる。大切なのはすなわち、どれだけ多
くの顧客を持ちどれだけ密接に繋がっているか。そしてどれだ
け有力なパートナーと繋がり、新しい価値を共に創る体制が
整っているかである。 

大企業が新規ビジネスの創出に向けてすべきことは何か？ 

大企業は「ものづくり」の意識が強く、新ビジネスでも「0→1」
で自らモノを作ろうとする傾向がある。エンジニアとして自分
で作りたい気持ちは理解できる。だが我々がやらなければいけ
ないのは、「モノを作る」ことではなく「ビジネスを創る」こと
だ。モノはあくまでも稼ぐための手段に過ぎない。「0→1」、す
なわち無から有を生み出すためには、もの凄いエネルギーが必
要だ。ベンチャー企業には労働基準法など無視、家に帰れず床
で寝ている方がむしろ多い。そこまでしてやりたい「何か」が
あるからこそ、常識を変えるような新しいモノやサービスが生
まれるのである。逆に大企業で9～17時で働き、週2日の休暇を
きっちり取っているような中で、画期的なものが出てきたとし
たら、それはもう奇跡に近い。 

大企業では、「0→1」の企画を検討するために大量の書類づく
りに追われ、上手くいかない理由ばかり議論しているケースが
多い。大企業のサラリーマンは失敗を恐れるからだ。だが、で
きない理由ならいくらでも探せる。新しいビジネスは実際に
やってみなければわからないことばかりである。新規事業は失
敗の積み重ねであり、その中から成功への一筋の光を見つけ出
すのがごく普通である。 

「0→1」はベンチャーが得意な分野である。一方、大企業の強
みは「1→100」、すなわち、既にあるものを大きくする所にあ
る。量産する、グローバル展開する、販売チャネル、マーケティン
グ、サポート、資金調達といった話になれば、大企業の得意分
野だ。それぞれ強みとするところが違うのである。 

数年前、私はある大企業のエンジニアがベンチャーの新製品を
見てアドバイスする光景に驚いたことがある。なぜかと言うと、
そのエンジニアは、設計図も見ていないのに「この回路をこち
らに移せばもっと楽に動かせるようになる。あとこの半導体を
別なＸＸに変えればパフォーマンスが4倍になるよ」と問題点
を瞬時に見抜いたからだ。単に動かすだけならベンチャーでも
できる。だが商品をより良くしようとすると、豊富な知見・経
験が必要になる。ベンチャーの人たちが何週間もかかるであろ
う問題を、知見・経験を重ねた大企業の人たちはわずかな時間
で解決できることが多い。 

天才的なベンチャーの人がどんなに素晴らしい新商品の企画
書を書いたとしても、それを相手先に売り込むためには何ヵ月
かかかる。課長→部長→役員→経営会議というプロセスを経る
のが一般的な手続きだからである。だが人脈や信用がある大企
業の人が、相手先の社長へ電話一本入れるだけで物事が決まる
など日常茶飯事である。 

ベンチャーがたとえどんなに素晴らしいアイデアを持ってい
ても、最初はほとんど妄想に近い。しかしそれが大企業の人の
目に留まり、うちが買いましょう、一緒にやりましょうという
具体的な話になれば、アイデアは「プラン」へと変わる。さら
にそれが基本合意書など具体的な形になれば、銀行融資や投資
も依頼もできるようになる。実際にお金が動き出せば、それは
もう「ビジネス」である。 

大企業にとっての新規事業は、新しいモノやサービスを作るこ
とではない。「ビジネスを創る」ことである。大企業の強みは資
金力＝失敗できる体力があることだ。投資によってリスクテイ
クすると共に、新ビジネスがうまく立ち上がるように、人材や
テクノロジー、顧客やブランドなど、様々な経営資源を投入し
て後押しする。自分たちがやりたいビジネスがあれば、関連す
るベンチャーに投資して組んだ方が、0からスタートするより
はるかに短時間で確実な立ち上げが期待できる。お金だけでは
なく、有形無形で様々な支援を行い、新しいビジネスを共に育

出所：株式会社アクアビット提供資料をもとにKPMGコンサルティング
にて作成 

「0→1｣が得意なベンチャー､｢1→100｣に強い大企業 

「0→1」が得意 「1→100」が得意

大企業と共にビジネス
「顧客」や「パートナー」へ
→事業加速、プランの確かさ

明白な企業価値の向上

他分野
大企業 専門企業

投資

投資家

イントレプレナー

（プロデューサー）

ビジネスマン

コミュニティ

支援・協業

ベンチャー 大企業

モノ・サービスを創る ビジネスを創る

大企業ベンチャー
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て、成果としての企業価値をシェアする。そういう考え方が大
企業の新規事業として主流になっていくだろう。 

 

クラウドロニクス産業を中心とした「クラウドロニ
クス・サービス産業群」 

クラウドロニクスにより産業構造にどのような変化が起こるのか？ 

クラウドロニクスは、クラウド・コンピューティングとエレク
トロニクスを一体のビジネスとして捉える概念である。今まで
のパソコンとは違い、これからのコンピューティングはエレク
トロニクス、ブロードバンド、データセンターまでが一塊のシ
ステムである。さらにその中核であるデータセンターは人工知
能としての機能を持つ。そのインテリジェンスな能力がブロー
ドバンドを通じてサービスとして様々な分野にあまねく提供
される。私はこれを「クラウドロニクス・サービス産業群」と
呼んでいる。 

これまでのコンピューティングは「IT・エレクトロニクス」と
いう数ある産業のうちの1つに過ぎなかった。しかしクラウド
ロニクス化によって、コンピューティングは様々な産業の土台
へと変わっていく。その象徴が先ほど述べた「トリプル・ベロ
シティ」である。さらに様々な分野の産業の一部がデジタル
サービス化し、そして重なり合っていく。その結果、どこまで
が自らの産業なのか？ 明確な線引きができなくなる。ただ共
通して言えるのは、いかなる分野の産業もコンピューティング
を理解することなしに事業戦略を描けなくなる、ということだ。 

もう1つの大事なポイントは、産業の括りが変わるということ
である。現在、自動車、エレクトロニクス、電力、出版、医療、
農業など色々な業界がある。だがこれらは20世紀の社会がつ
くった産業の括りである。ビジネスが変わるということは、産
業の括りも変わるということである。 

たとえば「モビリティ・ロボットサービス産業」というのは、

自動車産業の近未来の姿である。自動車産業のこれからのメ
イン市場は新興国である。そしてそこで主力として普及するの
は、自動車というより「小型モビリティ」とも呼ぶべき新しい
タイプの車である。さらにエネルギー安全保障の観点から、エ
ネルギーは電力が中心になり、動力はモーターへと変わってい
く。コンピューティングとの融合が進み、収益の中心はモノか
らサービスへと変わっていくだろう。電動化とコンピュー
ティングの融合を契機に、ロボット関連のビジネスが本格的に
立ち上がってくる。「モビリティ・ロボットサービス産業」はこ
れらの総称である。 

「食料・バイオサービス産業」というのは、これからの農業は食
料を生産するだけではなくなるということを示唆している。近
年、農作物はバイオエネルギーやバイオプラスチックなど、再
生可能なエネルギーや工業原料としても注目されている。漁業
や畜産も、生命を利用して人間の生活に役立つ「有機物」を生
産しているという点では同じである。そして将来的に多種多様
で高い生産効率が期待できるのはバイオ＝微生物である。今後、
植物工場や精密農業など、コンピューティングとの融合が不可
欠になる。これらを総称したのが「食料・バイオサービス産業」
である。 

「エネルギー・生活サービス産業」は、今でいえば電力やガス、
放送、通信などである。2016年4月から電力完全自由化が開始
され、様々な業界から多くの企業が新規参入した。たとえば関
東では、東京ガスが火力発電所を建設し電力を供給している。
通信会社であるKDDIやソフトバンクも、電力自由化を見据え
て早い時期から新会社を作るなど力を入れている。これまでは

「電力」「通信」など何を提供するかを単位に産業を括ってきた。
しかし今後は家庭と「繋がる」ことを軸として、エネルギーを
含めて生活に必要な様々なサービスを提供するビジネスへと
変わっていくだろう。中でも特に大きな変化は、家庭向けの情
報サービスの変化、すなわち、家庭向けの映像配信の主役が「放
送」から「通信」へ変わることである。これらを総称して「エ
ネルギー・生活サービス産業」と呼んでいる。 

ICTやエレクトロニクス分野以外の人々は、クラウド・コン
ピューティングを「自分とは関係ない」と見ている人が多い。
だが、今起こっている変化は、産業の枠組みさえ変えるほどの
大きなインパクトがあるものだ。経営に携わる人たちならなお
さら、「知らなかった」「コンピューターは苦手だ」で済む話で
はない。 

過去の延長線上に未来はない。ビジネスは今のままで大丈夫な
のか？ もう一度考えてみてほしい。そして、これまであまり
目を向けなかった分野にこそ目を向けてほしい。そうすること
で、思いがけない分野で成長の種が見つかるはずだ。 

 

 

クラウドロニクス・サービス産業群 

出所：株式会社アクアビット提供資料をもとにKPMGコンサルティング
にて作成 

様々な産業の一部がデジタルサービス化し、重なり合う

クラウドロニクス産業

クリエイティブ
サービス産業

エネルギー・生活
サービス産業

モビリティ・
ロボット

サービス産業

金融・決済
サービス産業

小売・流通
サービス産業食料・バイオ

サービス産業

医療・ヘルスケア
サービス産業

ブロードバンド＋”スパコン”＋エレクトロニクス
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第2回では、クラウド・コンピューティングにより基本的なビジネ
スの流れである「商流・物流・金流」が3倍のバリエーション／ス
ピードで変化していく「トリプル・ベロシティ」の概念と、そ
の「トリプル・ベロシティ」が既存の産業に与える影響につい
て話を伺った。 

コンピューティング環境は、ブロードバンドとスーパーコン
ピューターとエレクトロニクスが一体となった「クラウドロニ
クス」へと変わるということ。そしてその中心にはデータセン
ターがあり、「話す」「考える」など人工知能の能力が標準機能
になるということ。インテリジェントな能力は、幅広い分野に
サービスとして提供されるようになるということ。その結果、

「クラウドロニクス・サービス産業群」と呼ぶべき巨大な産業が
誕生するということ。 

これからの企業価値の中心は、「顧客」や「パートナー」との
「エンゲージメント」にあること。すなわち、多くの顧客を持ち

密接に繋がっているか。どれだけ「ファン」がいるか。そして
どれだけ多くの有能なパートナーと繋がり、新しい価値を創出
し続けることができるか。重要なポイントである。 

クラウドロニクス・プラットフォームを巡る新たな競争が始
まっている。プラットフォーム保有企業の狙いは、1人でも多
くの「顧客」を獲得することにある。それによって、「商流」、

「物流」、「金流」を占有することが狙いである。クラウドロニク
ス・プラットフォームを支配できれば、絶対的な地位と莫大な
収益か期待できるからである。 

クラウドロニクスは、ビジネスの様々な前提を変える。こ の
コンピューティング革命が社会やビジネスにどのような影響
をもたらすのか。それを念頭に、改めて自社の戦略を見つめ直
す必要があるのではないだろうか。 
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